
東京都心5区 今後3年間の見通し
空室率

募集賃料

予測結果に関して

空室率 募集賃料

1フロア面積50坪以上のオフィスビル

実績値+予測値 予測値

実績値←  →予測値
'25Q2 '25Q3 '25Q4 '26Q1 '26Q2 '26Q3 '26Q4 '27Q1 '27Q2 '27Q3 '27Q4 '28Q1 '28Q2 '28Q3

空室率（％） 2.4 1.9 1.5 1.5 1.3 1.2 1.1 1.0 0.9 0.9 1.1 1.2 1.4 1.3

募集賃料（共益費込・円／坪） 23,771 24,398 24,550 24,981 25,016 25,744 25,788 26,166 26,077 26,616 26,569 26,875 26,802 27,205

募集賃料 対前期比（％） 0.7 2.6 0.6 1.8 0.1 2.9 0.2 1.5 -0.3 2.1 -0.2 1.2 -0.3 1.5

新規供給（坪） 24,900 22,600 6,000 79,900 6,900 74,000 16,500 29,100 12,300 10,600 35,200 40,300 68,400 800

ネット・アブソープション（吸収需要）（坪） 120,300 98,400 37,000 83,300 26,300 74,700 30,200 39,700 17,500 8,900 22,900 26,100 50,000 8,100
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ひっ迫した需給バランスを背景に、募集賃料は今後3年間で11.5％の上昇を予測
2027年末からは小幅に上昇するものの、1％台の低水準で推移

募集賃料は前期比プラス2.6％と8期連続のプラスで、緩やかな上昇傾向が続
いている。ネット・アブソープション（吸収需要）が新規供給を上回る需要
超過は9期連続となり、引き続きオフィス需要は旺盛な状況にある。2025年
は需要が供給を大幅に上回る見込みで、2027年まで需要超過が続くと予想さ
れる。ひっ迫した需給バランスを背景に、募集賃料は今後3年間で11.5％の
上昇を予測する。

ニッセイ基礎研究所の経済見通し（11月18日）に基づき、空室率は2026年
第3四半期が1.2％、2027年同期が0.9％、2028年同期は1.3％と予測する。
今期の空室率は前期比マイナス0.5ポイントの1.9％で、2020年第3四半期以
来の1％台に低下した。8期連続の低下となり、2023年第3四半期の5.2％を
ピークに低下傾向が継続する。新規供給は2025年に16.3万坪、2026年に
17.7万坪、2027年には8.7万坪の見込みで、2027年まで供給を上回る旺盛
な需要が予想される。空室率は2027年第2四半期には0.9％まで低下し、
2027年末からは小幅に上昇するものの、1％台の低水準で推移する。
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2025年第3四半期（7 - 9月期）
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オフィスビル総合研究所ではニッセイ基礎研究所によるマクロ経済予測
と三幸エステートが集計するマーケットデータを用いて、今後3年間の
空室率、募集賃料（共益費込）を四半期単位で予測しています。

予測モデルに関して

1.需要予測モデル

自己回帰を用いた重回帰分析により四半期単位でネット・アブソープション
（吸収需要）を予測します。モデルの変数には、マクロ経済指標からGDP成
長率と失業率、マーケット指標からはネット・アブソープション、新規供給
面積、現空面積が含まれます。
なお、本モデルでは建物滅失に伴う需給データへの影響は考慮していません。
ネット・アブソープションは建替えに伴う移転需要を控除する前の数値です。
供給面では建物滅失によるストック減少分は控除せず、新規供給による追加
分のみを反映しています。

2.空室率予測

需要予測モデルで得られたネット・アブソープションと三幸エステートが集
計する新規供給予測を用いて、四半期単位の空室率を算出します。

3.賃料予測モデル

重回帰分析を用いて四半期単位の募集賃料（共益費込）を予測します。モデ
ルで用いる変数は、需要予測モデルで得られるネット・アブソープション
（予測値）、募集賃料、成約面積で、前期の募集賃料を用いる自己回帰モデ
ルです。
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